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デフレ脱却は10年以上続く日本の課題

１

（備考）総務省「消費者物価指数」により作成。
（注）消費税の影響は、89年度（０→３％）は1.4％、97年度（３→５％）は1.5％として、ＣＰＩ上昇率より控除。
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2008年９月
リーマンショック

消費者物価指数（生鮮食品除く総合（コア））の推移

1997年４月
消費税率引上げ(３％→５％)

1989年４月
消費税導入(３％)

2001年４月～2006年６月
月例経済報告にデフレと

記述

2009年11月～
月例経済報告に再び

デフレと記述

消費者物価指数（コア）

消費者物価指数
（コア、消費税の影響を除く（※））
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ＧＤＰギャップ
（目盛右）

消費者物価
（前年同期比）

デフレの背景（１）

２

○需要不足により物価が下落

ＧＤＰギャップと物価上昇率の推移

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、「民間企業資本ストック」、経済産業省「鉱工業
指数」、総務省「消費者物価指数」等により作成。

２．ＧＤＰギャップ＝（現実のＧＤＰ－潜在ＧＤＰ）／潜在ＧＤＰ。
３．消費者物価は食料、エネルギーを除くベース。2010年第２四半期以降は高校

授業料、たばこを除く値を使用。

○デフレ予想により、デフレが続く

家計と企業の物価予想

企業が先行きもデフレが続くと予想

企業が値上げしにくくなり、結果としてデフレが継続

（備考）１．内閣府「消費動向調査」、日本銀行「全国短期経済観測調査」により作成。

２．家計の物価予想は、「日ごろよく購入する品目の価格について、来年の今頃、今と比較して

どれ位上がるか（下がるか）」という質問に対し、「上がると回答した割合（％）」－

「下がると回答した割合（％）」により算出。2004年３月までは、四半期に１度調査が行われていた

ため、四半期毎のデータを使用。2004年４月以降は月次で調査が行われるようになったため、

月次データを単純平均して四半期値とした。

３．企業の物価予想は、販売価格の先行き（３か月後まで）の変化の

「上昇と回答した社数構成比（％）」－「下落と回答した社数構成比（％）」により算出。

（「上昇」－「下落」、％ポイント）

物価が上昇
すると予想

物価が下落
すると予想
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今後5年間の予想成長率

販売価格判断（右目盛）

デフレの背景（２）

３

（備考）内閣府試算値。

○人口減少による労働力の減少は潜在
成長率を下押し

○企業の予想成長率は低下
⇒デフレ予想の一因

人口要因等

企業の予想成長率とデフレ予想

（備考）１．予想成長率は、内閣府「企業行動に関するアンケート調査」より作成。
２．販売価格判断ＤＩは、日本銀行「短観」より作成（毎年12月調査の値

を使用）。

（年度、年）


